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二次補正予算が成立！ 

新たに創設される助成金

は？ 

 

◆厚労省関係の予算は 5,698

億円 

10 月 11 日に臨時国会で平

成 28 年度の第二次補正予算

が成立しました。 

今回の補正予算は特別会

計を含めると 4兆 5,221億円

となっており、「災害対策」や

「低所得者への現金給付」等

が盛り込まれています。 

このうち厚生労働省関係

の予算は 5,698 億円（うち特

別会計 52 億円）ですが、働

き方改革の実現や介護人材

の確保、介護離職防止の推進

等が盛り込まれた「一億総活

躍社会の実現の加速」という

項目が約 78.6%（4,477 億円）

を占めているのが特徴です。 

 

◆助成金関連予算の内容

は？ 

助成金の関連予算では以

下の内容が盛り込まれてい

ます（支給要件の詳細等につ

いては今後、厚生労働省から

発表される予定です）。 

（１）保育関連事業主に対す

る職場定着支援助成金の拡

充（制度要求） 

保育事業主による「魅力あ

る職場づくり」のための雇用

管理改善の取組について助

成の拡充を行うものです。 

（２）介護離職防止支援助成

金（仮称）（11 億円） 

仕事と介護の両立に資す

る職場環境整備に加え、労働

者の円滑な介護休業の取得・

職場復帰や介護のための時

差出勤制度などを実現した

事業主を支援するものです。 

（３）生活保護受給者等を雇

い入れる事業主への助成措

置の創設（制度要求） 

ハローワーク等の紹介に

より、継続して雇用する労働

者として生活保護受給者等

を新たに雇い入れた事業主

に対し、助成金を創設するも

のです。 

（４）65歳超雇用推進助成金

（仮称）の創設（6.8 億円） 

65 歳以上への定年の引上

げ、定年の廃止、希望者全員

を対象とする 66 歳以上の継

続雇用制度の導入のいずれ

かの措置を実施した場合に

当該措置の内容に応じて一

定額を助成する 65 歳超雇用

推進助成金（仮称）を創設す

るものです。 

（５）キャリアアップ助成金

の拡充（制度要求） 

中小企業において有期契

約労働者等の賃金規定等を

改訂し、３％以上増額した場

合、生産性向上を加味して助

成額の加算を行うものです。 

（６）熊本地震からの復旧・

復興としての地域雇用開発

助成金の拡充（制度要求） 

熊本県において事業所を

設置・整備し、地域に居住す

る求職者等を雇い入れる事

業主に対し助成を行う特例

メニューを創設するもので

す。 

 

労務面で問題の多い運送

事業者における法違反等

の状況 

 

◆約 85％の事業場で法令違

反！ 

厚生労働省から、トラッ

ク、バス、タクシーなどの

自動車運転者（ドライバ

ー）を使用する事業場に対



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

して行われた監督指導や送

検の状況（平成 27 年）が公

表されました。 

監督指導が行われた事業

場は 3,836 事業場あり、こ

のうち、労働基準関係法令

違反が認められたのは 3,258

事業場（84.9％）、改善基準

告示違反が認められたのは

2,429 事業場（63.3％）とな

っています。 

 

◆監督指導等の状況 

監督が実施された事業場

数の内訳は、トラック：

2,783、ハイヤー・タクシ

ー：486、バス：226、その

他：341 で、どの業種でも

80％以上の違反率となって

おり、主な違反事項として

はどの業種においても「労

働時間」「割増賃金」「休

日」の順で多く指摘されて

います。 

また、改善基準告示違反

では、「最大拘束時間」「総

拘束時間」「休息時間」「連

続運転時間」「最大運転時

間」の順で多く指摘されて

います。 

重大または悪質な労働基

準関係法令違反による送検

件数は 60 件となっており、

特にトラックは送検件数が

上昇傾向にあり、他の業種

が減少傾向にあるのとは対

照的です。 

 

◆省庁間の連携による監督

指導 

以前から、労働基準監督

機関と地方運輸機関が、そ

の臨検監督等の結果（改善

基準告示違反等）を相互に

通報する取組みが行われて

いますが、労働基準監督機

関が通報を受けた件数は

年々増加しています（平成

25 年：256 件→平成 27

年：376 件）。 

反対に、労働基準監督機

関から通報した件数は減少

しているようですが、通報

件数自体が 821 件（平成

27 年）と多く、「労基署の

監督だから大丈夫」といっ

た考えは通用しないでしょ

う。 

 

◆経営の改善には労務面の

取組みも重要 

ドライバーについては長

時間労働の実態が常態化し

ており、脳・心臓疾患の労

災請求件数および認定件数

が最も多い職種です。 

運送業では「人手不足」

に悩む会社が特に多くなっ

ていますが、福利厚生やコ

ンプライアンス面を整備し

ていかないと満足な採用に

つなげられない時代となり

ました。 

仕事内容や運賃の見直し

などの財務面と併せて、労

務面の課題にも積極的に取

り組む必要があると言える

でしょう。 

 

11 月の税務と労務の手

続期限［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

～当事務所より一言～ 

 

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業

開始届の提出＜前月以

降に一括有期事業を開

始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

15 日 

○ 所得税の予定納税額の

減額承認申請書の提出

［税務署］ 

30 日 

○ 個人事業税の納付＜第

２期分＞［郵便局または

銀行］ 

○ 所得税の予定納税額の

納付＜第２期分＞［郵便

局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受

払報告書の提出［年金事

務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・

離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 


